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に実現できるかどうかについて審査し、評
価を行う施工体制確認型総合評価落札方式
及び品質・安全等の確保がなされないおそ
れがある極端な低価格での調達を見込んで
いないかなどを厳格に調査する特別重点調
査の試行工事である。
 本工事は、予算決算及び会計令（昭和22
年勅令第165号）（以下「予決令」という。）
第85条に基づく調査基準価格（以下「調査
基準価格」という。）を下回った価格をもっ
て入札する者に対して、予決令第86条に規
定する調査（以下「低入札価格調査」とい
う。）結果の公表及び監督体制の強化等によ
り品質確保等の対策を実施する工事であ
る。
 本工事は、調査基準価格を下回った価格
をもって契約する者に対して、施工確認段
階等において監督職員が文書により受注者
に改善を指示した場合、その回数に応じ以
降の１年間中国四国農政局管内の別の新規
工事における総合評価落札方式の評価点等
を減ずる試行工事である。
 本工事は、契約締結後に施工方法等の提
案を受け付ける、契約後ＶＥ方式の対象工
事である。
 本工事は、建設工事に係る資材の再資源
化等に関する法律（平成12年法律第104号）
に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃
棄物の再資源化の実施が義務づけられた工
事である。
 本工事は、入札説明書の交付、申請書及
び確認資料の提出、受領に係わる確認及び
入札について、原則として電子入札システ
ムで行う対象工事である。ただし、電子入
札システムによりがたい場合は、届出書を
提出することにより、紙入札方式に代える
ことができる。
 本工事は、契約手続にかかる書類の授受
を、原則として電子契約システムで行う対
象工事である。
なお、電子契約システムによりがたい場
合は、届出書を提出することにより、紙契
約方式に代えることができる。
 本工事は、誰でも働きやすい現場環境（快
適トイレ）の整備について、監督職員と協
議し、変更契約においてその整備に必要な
費用を計上する試行工事である。

 本工事の施工に当たり、１日未満で完了
する作業量の作業が見込まれ、施工パッ
ケージ型積算基準と乖離があった場合にお
いて、１日未満で完了する作業の積算の適
用について監督職員と協議し、設計変更す
ることができる。
 本工事は、熱中症対策に資する現場管理
費の補正の試行工事の対象とし、日最高気
温の状況に応じた現場管理費の補正を行う
対象工事である。
 総価契約単価合意方式（包括的単価個別
合意方式）の適用
ア 本工事は、「総価契約単価合意方式（包
括的単価個別合意方式）」（以下「本方式」
という。）の対象工事である。本工事では、
契約変更等における協議の円滑化に資す
るため、契約締結後に、受発注者間の協
議により総価契約の内訳としての単価等
（共通仮設費、現場管理費及び一般管理
費等を含む）について合意するものとす
る。
イ 本方式の実施方式は、工事数量表の細
別の単価に請負代金比率（落札金額を予
定価格で除したもの）を乗じて得た各金
額について合意する方式とする。
ウ 本方式の実施手続は、「総価契約単価合
意方式実施要領（包括的単価個別合意方
式）」（平成30年９月21日付け30農振第
1860号農林水産省農村振興局整備部設計
課長通知）及び「総価契約単価合意方式
実施要領の解説（包括的単価個別合意方
式）」によるものとする。

 本工事は、ワーク・ライフ・バランス等
推進企業を評価する試行工事である。
 本工事は、確認資料の簡素化の取組とし
て、本年度、他の申請済みの工事で提出し
た確認資料と同じ内容の確認資料につい
て、提出を省略することができる試行対象
工事である。
 本工事は、週休２日に取り組むことを前
提として、労務費、機械経費（賃料）、共
通仮設費（率分）、現場管理費（率分）を
補正した試行対象工事である。受注者は、
契約後、週休２日による施工を行わなけれ
ばならない。なお、受注者の責によらない

現場条件・気象条件等により週休２日相当
の確保が難しいことが想定される場合には
監督職員と協議するものとする。
 本工事は、週休２日制を促進するため、
週休２日に取り組むことを前提として、現
場閉所状況に応じて「地方農政局工事成績
等評定実施要領（模範例）の制定について」
（平成15年２月19日付け14地第759号大臣
官房地方課長通知）に基づく工事成績評定
において加点評価を行うとともに、週休２
日制工事の促進における履行実績取組証明
書の発行を行う工事である。
 本工事は、入札書と技術提案書等の提出
を同時に行う試行工事である。
 本工事は、工期の前に、建設資材や建設
労働者などが確保できるよう余裕期間制度
を活用する工事である。
 本工事は、入札参加を希望する者から予
定価格の算定に必要な項目について、見積
価格を記載した見積書の提出を求め、その
妥当性が確認できた見積価格を予定価格作
成のための参考とする「見積活用方式」の
試行工事である。なお、提出を求める項目
等詳細については入札説明書による。

２ 競争参加資格
次に掲げるからの全ての条件を満たして
いる者であること。
 予決令第70条の規定に該当しない者である
こと。なお、未成年者、被保佐人又は被補助
人であって、契約締結のために必要な同意を
得ている者は、同条中、特別の理由がある場
合に該当する。
 予決令第71条の規定に該当しない者である
こと。
 中国四国農政局における令和５・６年度一
般競争（指名競争）参加資格のうち、「機械器
具設置工事」の確認を受けていること。ただ
し、会社更生法（平成14年法律第154号）に
基づき更生手続開始の申立てがなされている
者又は民事再生法（平成11年法律第225号）
に基づき再生手続開始の申立てがなされてい
る者については、手続開始の決定後、中国四
国農政局長が別に定める手続に基づく一般競
争（指名競争）参加資格の再確認を受けてい
ること。

 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者でない
こと。ただし、上記２のの再確認を受けた
者を除く。
 技術提案が適正であること。
 企業の施工実績は、平成20年度から令和４
年度の間に元請として自ら製作・据付し、完
成・引渡しが完了した、「ポンプ設備工事」を
施工した実績を有すること。（共同企業体と
しての施工実績は、出資比率が20％以上のも
のに限る。）
ただし、各地方農政局（沖縄総合事務局含
む。）の発注工事に係る実績である場合は、工
事成績評定点が65点未満のものは実績として
認めない。
「自ら製作」とは、自社工場での製作に限
定するものではなく、その施工能力（総合的
な企画、調整及び指導。）があることを条件に
したものである。また据付も同様である。
なお、経常建設共同企業体にあっては、構
成員のうち１社（出資比率が20％以上のもの
に限る。）が同種工事の施工実績を有するこ
と。
 次に掲げる基準を満たす監理技術者又は主
任技術者（以下「監理技術者等」という。）を、
建設業法（昭和24年法律第100号）に従って
当該工事に専任で配置できること。
 平成20年度から令和４年度の間に元請と
して自ら製作・据付し、完成・引渡しが完
了した、「機械器具設置工事」の施工実績を
有すること。ただし、各地方農政局（沖縄
総合事務局含む。）の発注工事に係る実績で
ある場合は、工事成績評定点が65点未満の
ものは実績として認めない。
なお、経常建設共同企業体にあっては、
１人の監理技術者等が同種工事の経験を有
すること。
 監理技術者等は、工場製作段階では専任
の配置を要しないが、現場据付段階では専
任の配置とすること。なお、工場製作にお
ける配置予定の技術者と据付工事における
配置予定の技術者が異なるときは、工場製
作における配置予定技術者は工場製作の施
工経験を、据付工事における配置予定技術
者は据付工事の施工経験を有するものであ
ること。
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